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1 包括的民間委託に関するアンケート結果
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■目的：民間事業者等に対し、本事業への関心や参入する場合
の条件等についての意向調査

■実施期間：2024年1月15日～1月31日

■有効回答：103件

アンケートにご協力いただき、誠にありがとうございました。
皆様からいただいた貴重なご意見をもとに、今後の事業運営に
役立ててまいります。
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（1）アンケートの概要
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（2）アンケート結果①

■包括的民間委託参入に対する意欲 ■管路施設を対象とした包括的民間
委託への参入実績

単位：社
単位：社
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（2）アンケート結果②

■請負実績（過去5年の主な業務）

単位：社
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（2）アンケート結果③

■市が想定している対象業務について ■市が想定している対象業務量について

単位：社単位：社



7

（2）アンケート結果④

■対象期間（5年程度）について ■対象期間（5年以外の場合）

単位：社
単位：社



2 下水道管路施設を取り巻く現状
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（1）下水道管路施設を取り巻く現状

下水道事業においては
「ヒト」、「モノ」、「カネ」の問題が深刻化している

ヒト 職員数の減少

平成9年度に比べて、
6割程度に減少している

モノ 老朽化施設の急増

20年後には全体の４０%
が50年以上経過する

カネ 厳しい経営環境

経費回収率100%以上の
自治体が2割程度と少ない

持続的かつ効果的・効率的に下水道サービスを提供する

民間事業者の技術力・ノウハウ

を最大限に活用
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（2）下水道管路施設を取り巻く現状

下水道管路が老朽化等によって腐食し、破損することで
下水道管路の閉塞や道路陥没等が発生している

「事後保全型対応」から「予防保全型対応」へ
転換が必要

・老朽化施設の対策
・適切な維持管理の推進
・ストックマネジメントの実施

破損した下水道管路 道路陥没



3 宝塚市の課題
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宝塚市における課題①
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宝塚市では、「ヒト」「モノ」「カネ」の各方面の課題を抱えており、
これらの課題解決に向けて以下の目標を掲げている。

ヒト 技術職員の確保

・技術系ベテラン職員の退職

に伴う技術継承が急務である。

・維持管理を実施していくための

人員確保が困難である。

モノ 老朽化施設の急増 カネ 厳しい経営環境

・急増する老朽化施設に対して、

改築更新が追いつかない。

・管路情報や維持管理情報の

電子化が十分にできていない。

・人口減少や節水型社会の到来

から、下水道使用料収入の減少

が予想される。

・膨大な改築更新費用が必要と

なるが、現在の経営状況では

賄うことができない。

宝塚市が抱える課題

包括委託の導入により、業務量
の適性化を図り、効率的な事業
運営を行う。

急増する老朽化施設に対して、
民間の技術力やノウハウを活用
し、適切な維持管理や改築・更
新を実施していく。

複数業務のパッケージ化により、
民間の創意工夫や間接経費の
削減によるコスト縮減を図る。

宝塚市における目標

包括的民間委託の導入を含めた官民連携（PPP）について検討



■30年未満
問題なし

■30年以上
今後10～20年以内
に対策を要する

布設後経過年数（2024年現在）

■50年以上
老朽化・長寿命化対策
が急務

宝塚市における課題②
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公共下水道の整備延長は約575㎞、約3割がコンクリート製管材である。

今後、布設後50年経過する管路
が右肩上がりで増加する。



４ 宝塚市が目指す官民連携
（ウォーターPPP）について
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（1） ウォーターPPPについて①
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（1） ウォーターPPPについて②

16



（1） ウォーターPPPについて③
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（2）想定している業務内容（イメージ）
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（2）想定している業務内容
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１．導入効果の比較検討及び結果
管理・更新一体型マネジメント方式（ウォーターPPPレベル3.5）を採用し、更新実施型
とする。

２．包括委託の業務パッケージ
①維持管理業務
巡視、点検、調査、清掃、機械設備保守点検、応急修繕、草刈業務

②問題解決業務
不明水対策業務、水質調査業務
③住民対応業務
事故初動対応、通報初動対応、災害対応
④管路改築業務
計画修繕、改築工事（汚水のみ）
⑤計画策定業務
下水道事業計画、ストックマネジメント計画等策定業務
※工事に係る詳細設計含む

３．事業規模
市内全域を対象とする。

４．事業期間及び導入開始時期
事業期間は１０年間とし、令和９年度から実施する。



（3）想定している業務体制（イメージ）
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■共同企業体（または単独企業）

発注者

構
成
員
Ａ

構
成
員
Ｂ

構
成
員
Ｃ

代表企業

協
力
企
業
Ｄ

契約等

■特別目的会社：SPC（special purpose company）

契約等

構
成
員
Ｂ

契約等

融資
元利返済

配当
出資

発注者

SPC

金
融
機
関

出
資
者

構
成
員
Ａ

構
成
員
Ｃ

協
力
企
業
Ｄ

直接協定

SPC構成企業

例）宮城県、浜松市 他例）堺市、吹田市 他



５ 今後のスケジュール
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今後のスケジュール
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※対象期間は、令和9年（2027年）から10年間

（ウォーターPPP導入を検討）

年度 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18

2024.4 2025.4 2026.4 2027.4 2028.4 2029.4 2030.4 2031.4 2032.4 2033.4 2034.4 2035.4 2036.4

2025.3 2026.3 2027.3 2028.3 2029.3 2030.3 2031.3 2032.3 2033.3 2034.3 2035.3 2036.3 2037.3

事業名　

導入可能性調査

導入可否決定

契約までの事務

業者決定・事務引継ぎ

ウォーターPPP

期間




